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研究要旨 

本研究の目的は、地方自治体の保健活動等において統括的役割を担う保健師（以下、

統括保健師。）が、データに基づく組織横断的な保健師活動と人材育成を推進するため

に、保健師活動展開のアルゴリズム（以下、保健師活動アルゴリズム。）と保健師活動

評価手法を開発し、ICT を用いて実装することである。 

4つの分担研究（1：保健師活動アルゴリズム開発に向けた判断項目の明確化、2：保

健師活動評価指標案の開発、3：ICTを用いた試作版ツールに必要な機能と人材育成への

活用方法の検討、4：保健師活動展開における ICTの活用状況の検討）を計画した。文

献検討と研究班会議により各項目案を開発し、5名の統括保健師へのヒアリング調査と

全国調査により、妥当性の検証と実態把握を行った。全国調査の対象は、ヒアリング調

査に協力した 5地域を除く全地方自治体の統括保健師と中堅期保健師（保健師経験年数

6～20年で管理職に就いていない者）である。なお、中堅期保健師も対象に含めた理由

は、個別支援を直接的に担当しているためである。 

ヒアリング調査の結果、開発したアルゴリズム案や各保健師活動の定義と構造、各項

目について、5名全員から概ね同意が得られた。全国調査で回答が得られた自治体数

は、統括保健師 177、中堅期保健師 196であった。 

個別支援の対象領域を中堅期保健師にたずねた結果、支援の必要度が高い事例として

精神保健と母子保健が挙げられた。 

保健師活動評価指標案(23項目)の妥当性をたずねた結果、 3割近い統括保健師が研究

的取組みを評価項目に含めることについて、やや否定的な意見を有していた。また探索

的因子分析により 3因子を持つことが確認された。統括保健師は個々の保健師の人材育

成を積極的に行う一方、月報等のデータを活用した人材育成は十分に行っていなかっ

た。人材育成・人事管理に関する評価項目案(16項目)の因子分析を行った結果、「人材

育成への活用方法」「人事管理への活用方法」「組織における業務管理」の 3因子構造

を成していた。 

保健師活動における ICTの活用状況は、自治体の規模や業務の種類で違いが見られ、

大半はMicrosoft Office製品を活用していた。また中堅期保健師の業務負担感について

検討した結果、精神保健や高齢者分野の負担が大きいことが明らかとなった。 

本研究は長年暗黙知とされてきた個別支援・地区活動・事業化を連関させる判断項目

を解明し、保健師活動アルゴリズムの概念枠組みを初めて開発した。また、統括保健師

自身が、根拠に基づく保健師活動や人材育成を推進していくためには、調査研究の意義

を理解し、データに基づく判断ができるように、その能力を向上させる必要性が示唆さ

れた。さらに、保健師活動における ICTの導入は緒に就いたばかりで、業務量に対して

保健師の人員が不足している可能性も示唆された。次年度は全国調査の分析を継続し、

アルゴリズムの実装性を高めるために判断項目を精選するとともに、ユーザーフレンド

リーな ICT試作版ツールとその活用ガイドを開発する必要がある。 
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Ａ.研究目的 

人口急減は、喫緊の課題である。総務省自治体戦

略 2040構想研究会によると、公務員数は令和 22

年には約半数まで削減される可能性があるため、

ICTの活用が必要である 1)。また、国が平成 25年

に示した「地域における保健師の保健活動に関する

指針」（以下、保健師活動指針とする。）2）による

と、地方自治体に働く保健師（以下、保健師とす

る）には、個別支援や地区活動から地域の健康・生

活課題を発見し、解決に資する仕組みづくりを進め

る役割が期待されている。保健師は、個別支援や地

区活動、事業化を組み合わせながら活動している 3)

が、各々をどう連動させて展開するのかは依然とし

て暗黙知のままである。さらに、個別支援に追われ

て、地域の健康・生活課題のアセスメントが難しく

なっている者もいる 4)。保健師活動に関する暗黙知

の解明と技術の伝承が十分に行われなければ、自治

体間の保健師の力量の差が拡大し、引いては住民の

健康格差を生むおそれがある。 

また同指針では、保健活動を「組織横断的に総合

調整及び推進し、技術的及び専門的側面から指導す

る役割を担う」保健師（以下、統括保健師とす

る。）の配置の必要性が示された 2)。平成 28年に

出された『保健師に係る研修のあり方等に関する検

討会最終とりまとめ～自治体保健師の人材育成体制

構築の推進に向けて～』では、その 3つの能力が整

理されている 5)。統括保健師には各部門と連携・協

力しながら、効率的・効果的に住民の健康増進に資

するような活動を展開することが期待されている
6)。 

さらに、保健師として就業するまでのキャリアが

多様化しているため、同じ経験年数であっても、能

力は一様ではない 5)。同報告書では「自治体保健師

の標準的なキャリアラダー（以下、キャリアラダ

ー）」を示し、個々の能力や特性を考慮した人材育

成を行うことが肝要と述べている 5)。しかし、本庁

にいる統括保健師が、分散配置されている各保健師

の活動実態や、人材育成上の課題を日々把握するこ

とは難しい。国は 3年毎に「保健師活動領域調査

（活動調査）」を実施している 7)が、そのデータの

収集や利活用についても、自治体間で取組に差が生

じている可能性がある。統括保健師がデータに基づ

いて保健師活動の総合調整や人材育成を推進してい

くためには、ICTを活用した新たなマネジメントの

方策を開発する必要がある。 

一方、医療機関における看護師長のマネジメント

に関する研究は、世界中で進められている。患者の

安全の確保とケアの改善を目指し、患者分類や看護

管理のシステム開発が進んでいる 8)。地域看護学分

野では、Omaha systemが有名である 9)。しかし、

これらは主に患者への個別支援を主軸としている。

医療機関と異なり、保健師の支援対象者の健康レベ

ルは多様であり、個別支援を基盤に地区活動や事業

化と連動させるという特徴がある 3)ため、先行研究

の枠組みでは網羅できないという課題がある。 

くわえて、令和元年末から始まった新型コロナウ

イルス感染症のパンデミックにより、マネジメント

を担う統括保健師の重要性が高まったことを受け、

「感染症法・地域保健法の改正を受けた改正地域保

健指針」10)が出された。これにより、健康危機管理に

対応するため、保健所にも統括保健師が配置されるこ

とになった 10)。つまり、本庁と保健所の統括保健師

は、緊密に連携して保健師活動の情報共有や人材育成

を推進する必要がある。しかし、これらの情報を即時



 

共有する術が見当たらない。本庁と保健所の統括保健

師が一丸となって、健康危機に対応できる保健師の人

材育成やマネジメントを進めるためには、ICTの活用

が不可欠である。 

そこで本研究では、これらの課題を同時並行的に

解決するため、保健師活動展開のアルゴリズム（以

下、保健師活動アルゴリズムとする。）と保健師活

動評価手法を開発し、ICT を用いて実装することを

目的とした。 

 

Ｂ.研究方法 

1．全体の計画と分担研究の構成 

 本研究は 3年計画で、①保健師活動アルゴリズ

ムの解明と評価指標の開発、②保健師活動展開に

おける ICTの活用状況の解明、③ICTを用いた

試作版ツールを統括保健師が人材育成へ活用する

ための方法の開発と実装を行う予定である。 

 初年度に当たる令和 4年度は、以下の 4つの分

担研究を計画した。 

分担研究 1：保健師活動アルゴリズム開発に向け

た判断項目の明確化。 

分担研究 2：保健師活動評価指標案の開発。 

分担研究 3：ICTを用いた試作版ツールに必要な

機能と人材育成への活用方法の検討。 

分担研究 4：保健師活動展開における ICTの活用

状況の検討。 

 

2．各分担研究の目的 

 本研究の目的を達成するため、各分担研究の目

的を以下のとおり設定した。 

分担研究 1：保健師活動アルゴリズム開発に向け

た判断項目の明確化 

 保健師活動アルゴリズム案と具体的な項目案を

作成する。また、保健師活動アルゴリズムを構成

する判断プロセスと判断に用いる項目を明確化す

る。 

  

分担研究 2：保健師活動評価指標案の開発 

 個別支援から地区活動・事業化へ活動を展開す

ることができているかを評価するための保健師活

動評価指標を開発する。 

 

分担研究 3：ICTを用いた試作版ツールに必要な

機能と人材育成への活用方法の検討 

 ICTを用いた試作版ツールに必要な機能と人材

育成への活用方法を検討する。 

 

分担研究 4：保健師活動展開における ICTの活

用状況の検討 

 保健師活動展開における ICTの活用状況を把

握することと、そのための調査項目を作成する。 

 

3．研究方法 

 本研究は、exploratory sequential design11)に

基づき、文献検討、研究班会議によるディスカッ

ションを通して原案を開発した。その上で、令和

4年 9～10月に統括保健師を対象とし、ヒアリン

グ調査を実施した。新型コロナウイルス感染症対

応で多忙であったため、リクルートは機縁法で実

施し、Web会議システムを用いた。7自治体に打

診した結果、5か所から協力を得た（都道府県・

指定都市・特別区＝各 1か所、中核市・保健所設

置市＝各 1か所）。 

 全国調査は、各項目の妥当性と実態把握を目的

とし、令和 4年 12月～令和 5年 1月に実施し

た。1776地方自治体（ヒアリング調査に協力し

た自治体、保健師が配置されていない自治体を除

く。都道府県、特別区、広域連合を含む）の統括

保健師宛に、調査協力依頼文を発送した。また個

別支援を中心的に担っている中堅期保健師宛の依

頼文も同封し、統括保健師経由で周知を依頼し

た。なお、自治体の人口規模に応じて、複数名の

中堅期保健師に回答を依頼した。厚生労働省健康

局健康課保健指導室のメール配信も活用し、調査

開始の周知を図った。調査に回答した自治体数

は、統括保健師 177（回収率：10.0％）、中堅期

保健師 196（11.0%）であった。 

 同意撤回期間を 2週間設けた後に、データを固

定した。同意撤回した者はいなかった。 

分析は、統括保健師のヒアリング調査について

は内容分析を、全国調査については記述統計行っ

た後に、テキストマイニング 12)、探索的因子分

析、ロジスティック回帰分析を行った。なお、分

担研究 1では、保健師活動アルゴリズムに深く関

連する個別支援を担う、中堅期保健師の回答を中

心に分析した。分析には、IBM SPSS Statistics 

26 for Windowsと KH coder 312)を用いた。 

 

4. 倫理面への配慮 

本研究は、東京大学大学院医学系研究科・医学



 

部倫理委員会非介入等研究倫理委員会の承認を得

て実施した（審査番号 2022114NI、承認日 2022

年 7月 31日、審査番号 2022114NI-(1)、承認日

2022年 11月 1日、審査番号 2022114NI-(2)、承

認日 2022年 11月 10日）。分担研究者の所属機

関においても、全ての研究計画の審査・実施承認

を得て実施した。 

 

Ｃ.研究結果 

1）分担研究 1 

（1）保健師活動アルゴリズムと項目素案の作成 

 文献検討により、保健師活動の必要度の判断要素

には、①改善・予防の可能性の検討、②重症度や予

防の次元、③政策の方向性が考慮されている可能性

が示唆された。一方、保健師活動の必要度や、個別

支援と地区活動・事業とのつながりを判断する項目

は不明であった。そこで、厚生労働省が実施してい

る保健師活動領域調査を参考に、個別支援の対象領

域別・共通項目の原案を作成した。地区活動と事業

は、全領域に共通するよう項目案を作成した。 

 保健師活動アルゴリズムの構造案の概要を、図１

に示す。アルゴリズムは個別支援、地区活動、事業

の 3つに分け、各保健師が日々の活動について入力

すると、その必要度が判定されるように設計した。

他の活動へ展開が必要な場合には、その方向性を示

唆する。データはクラウド上に集積し、統括保健師

が各保健師・部署・地区・管轄全体の保健師活動の

比較評価ができる設計とした。 

 あわせて先行研究 5),7),13)を参考に、保健師活動ア

ルゴリズムの操作的定義を作成した。 

【保健師活動アルゴリズムの操作的定義】 

保健師活動実態を示す情報（対象や課題の特性お

よび困難性）を基に、活動の必要度と見直し、個別

支援・地区活動・ニーズに基づく事業化への活動展

開の方向性を判断するときの過程を示したもの。 

  

（2）統括保健師へのヒアリング調査の結果 

 保健師活動アルゴリズム案や定義・構造について

は、5人全員から概ね同意が得られ、他職種・多職

種連携に関する内容の追加が提案された。入力者に

より一様の判断をしづらい表現や、意味が分かりづ

らい項目について意見が出された。研究班会議での

検討後、個別支援 75項目〜93項目（対象領域によ

って項目数が異なる）、地区活動 62項目、事業 56

項目とした。 

 

（3）全国調査の結果 

 中堅保健師の回答者数は 275人であった。回答者

は女性が約 9割で、職位は主任主事等が 178人

（65.0%）で最多だった。 

中堅期保健師に個別支援の各対象領域について

たずねた結果、支援の必要度が高い事例として精

神保健と母子保健が挙げられた。 

精神保健と母子保健の個別事例の概要を KH 

coderで分析した結果、前者で支援の必要度が高

い事例には「警察の保護」、「病識に乏しい」、

「治療中断」という単語が記載されていた。必要

度が低い事例は、「病状が安定」、「自ら相談で

きる」者だった。後者で支援の必要度が高い事例

には、「経済困窮」、「妊婦健診未受診」、「母

親や子に障害がある」との記載が見られ、低い事

例は「不安が強い」、「自ら相談できる」者だっ

た。 

 

 

2）分担研究 2 

（1）保健師活動評価指標の素案の作成 

 文献検討を行った結果、保健師活動のプロセス評

価に関する文献は見当たらなかった。研究計画段階

で活用を想定していた自治体の保健医療福祉計画の

評価指標は、独自に多様な項目が設定されていて比

較できないため、今回は使用しないことにした。 

 平野の整理した 6分野のプロセス評価 14)と、佐

伯らの尺度 15)を土台にして、原案（18項目）を作

成した。また、個別支援から地区活動・事業化へ活

動を展開させるプロセス評価である旨を分かりやす

くするため、プロセス評価指標と称することとし

た。 

 

（2）統括保健師へのヒアリング調査の結果 

 項目素案の構成については、全員から概ね同意が

得られた。ヒアリング調査後に研究班会議で検討し

た結果、「事業化・施策化および予算獲得に向けて

所属内での課題の共有と合意形成を行っている」、

「事業化・施策化および予算獲得に向けて関係部署

との交渉を行っている」、「根拠法令・国の動向・

通知などを確認・理解し、活動を展開している」に

表現を修正し、全 23項目とした。 

 

（3）全国調査の結果 



 

 統括保健師 184人のうち、3割近い統括保健師が

研究的取組みを評価項目に含めることについて、や

や否定的な考えを持っていた。評価を行う適切な頻

度は、統括保健師、中堅保健師ともに「半年に 1

回」が最も多かった。 

 保健師活動プロセス評価指標案の探索的因子分析

を行った結果、3因子構造であることが明らかとな

った。 

 

3）分担研究 3 

（1）全国調査に向けた調査項目の検討 

 文献検討の結果、中堅期を対象とするものが多か

った。一方、一種類の尺度で人材育成の評価を行う

ことは難しかった。公衆衛生看護の 8つの機能別
16)に分析した結果、情報管理、組織管理に関する項

目が乏しかった。人材育成支援シートは自己評価に

基づく記載のため、自己評価と管理職の評価が一致

しないことが課題となっており、客観的な尺度によ

る評価が必要とされていた。 

 研究当初は、保健師活動アルゴリズムとキャリア

ラダーが関連しているとの仮説を持っていたが、自

治体ごとに独自のキャリアラダーを用いており、こ

の仮説は見直しが必要となった。各保健師が自治体

独自のキャリアラダーを入力した結果と、分担研究

1・2の入力結果を紐づけて表示すれば、統括保健

師が人材育成を円滑に進める際に役立つと考えた。

そして、人材育成・人事管理の評価項目として、人

材育成の 4本柱（On The Job Training（OJT）、

Off The Job Training（Off-JT）、ジョブローテー

ション、自己研鑽）を含めた項目案を作成した。 

  

（2）統括保健師へのヒアリング調査の結果 

 項目素案の構成については、全員から概ね同意が

得られた。統括保健師の職位による実施内容の違い

を考慮し、「統括保健師または管理的立場の保健師

は、人材育成を考慮した人事異動について、人事担

当者と相談・調整している」、「統括保健師または

管理的立場の保健師は、保健師の人員配置・確保に

ついて、人事担当者と相談・調整している」と修正

し、全 16項目とした。 

 

（3）全国調査の結果 

 統括保健師の回答者数は 184人であり、保健師経

験年数は平均 28.8年、一般市町村が 124か所

（67.4％）となっていた。職位は課長職以上が 82

名（44.6％）であった。 

 人材育成・人事管理に関する評価項目の実施状況

をたずねた結果、個々の保健師の人材育成を積極的

に行っている一方、月報等のデータを活用した人材

育成は十分に行っていなかった。 

 探索的因子分析を行った結果、「人材育成への活

用方法」「人事管理への活用方法」「組織における

業務管理」の 3因子構造となっていた。 

 

  

4）分担研究 4 

（1）全国調査に向けた調査項目の検討 

 文献検討の結果、保健師活動展開における ICT

の活用に関する先行研究は乏しいことが判明した。 

 そこで、ICTシステムを先駆的に導入済の 1自治

体に参考ヒアリングを行った。その結果、①様々な

システムが各部署・業務別に開発されており、シス

テム間の連携が課題、②数千万円～数億円の予算が

必要、③保健師はMicrosoft Excelで日報・月報を

集計していることが明らかになった。  

 また、訪問看護ステーションにおける Omahaシ

ステム 9)について情報収集した。個人情報保護のた

め、現時点では保健師活動アルゴリズムと電子カル

テシステムを連動させないことにした。 

 

（2）統括保健師へのヒアリング調査の結果 

 項目素案の構成については、全員から概ね同意が

得られた。「ベンダー名が分かりづらい」との意見

を踏まえ、「メーカー名」と加筆した。 

 

（3）全国調査の結果 

 本分担研究では、統括保健師 184件、中堅期保健

師 275件を分析対象とした。ICTの導入は、個別支

援事例と大規模自治体で進んでおり、大半は

Microsoft Office製品を用いていた。日報・月報、

地区活動・地区管理、人材育成・組織運営管理、事

業・業務管理においても、Microsoft Office製品が

用いられていたが、入力・管理をしていない所もあ

った。 

 中堅期保健師の業務内容別の負担感について

NASA-TLX17)のWeighted workloadスコアを検討

した結果、精神保健や高齢者関連業務の負担が有意

に大きくなっていた。同尺度の下位項目 17)別に見る

と、時間的圧迫や身体的活動の負担感が有意に大き

くなっていた。 



 

 

 

Ｄ.考察 

1）分担研究 1 

 本研究では、これまで暗黙知とされていた個別支

援・地区活動・事業の必要度と相互発展の方向性を

判断する項目と、保健師活動アルゴリズムの概念枠

組みを初めて整理できた。これらの判断項目が言語

化されたことで、保健師活動の可視化と人材育成へ

の活用が期待できる。 

 また、個別支援については精神・母子保健ともに

緊急性の高い事例や社会経済的な困難がある場合に

支援の必要性が高いと判断されていた。全国調査の

回答者数は、極めて少なかったことから、今回作成

した項目を全て入力することは負担が大きく、実装

には課題があると考えられる。実装可能なアルゴリ

ズムを開発するためには、評価項目の精選と簡略化

が必要と考えられる。 

  

2）分担研究 2 

 本結果では、統括保健師は、研究的取組みを評価

項目に含める妥当性について、やや否定的であるこ

とが明らかとなった。調査研究は、保健師活動指針
2）だけでなく、日本看護協会による看護職の倫理綱

領 18)にもその必要性が明示されている。つまり、看

護職にとって、調査研究により得られた根拠に基づ

いて活動を展開することは、必要不可欠と考えられ

る。統括保健師自身が、根拠に基づく保健師活動を

推進していくために、調査研究の意義を理解し、デ

ータに基づく判断ができるように、その能力向上が

必要と考えられる。 

 また、保健師活動プロセス評価指標は 3因子構造

を有することが明らかになった。これは、個別支援

と地区活動・事業化が連関していることを示唆して

いると考えられる。統括保健師と中堅期保健師の双

方が、適切な評価時期を半期に一度と回答していた

ことから、半期毎に自己点検することで、効率的・

効果的な保健師活動を展開できるようになる可能性

があると考えられる。 

 

3）分担研究 3 

 統括保健師は、個別の人材育成を積極的に行って

いる一方、データに基づく人材育成は十分に行われ

ていないことが明らかとなった。これは分担研究 2

の結果や、キャリアラダー5)に情報管理や組織管理

に関する項目が乏しかったことと関連していると考

えられる。統括保健師には「技術的及び専門的側面

から指導する」2)ことが求められているため、デー

タに基づく人材育成を行うことは喫緊の課題であ

る。このため、次年度以降は、統括保健師が ICT

を用いて、データに基づく効果的な人材育成を推進

できるようにするための具体的な方策を検討する必

要がある。多忙な統括保健師が一目で結果を理解で

きるように、ユーザーフレンドリーな ICTツール

を開発し、その使い方を解説する活用ガイド（仮

称）も並行して開発する必要がある。 

 また、人材育成・人事管理に関する評価項目は 3

因子構造をもち、十分な内的整合性をもつことが確

認できた。これらは、統括保健師が人材育成・人事

評価を行う際の具体的な項目として構成概念を反映

しており、実装可能性があると考えられる。 

 

4）分担研究 4 

 全国調査の結果、保健師活動における ICTの活

用状況として、大都市や個別支援事例の管理におい

てMicrosoft Office製品が多く用いられていること

が明らかとなった。自治体のデジタルトランスフォ

ーメーションは緒に就いたばかり 1)のため、次年度

以降の試作版 ICTツールの開発と導入を推進する

際の基礎資料とする必要がある。 

 また、中堅期保健師の業務負担感は、精神保健や

高齢者分野で大きくなっており、時間的圧迫や身体

的活動の負担感が大きいことが初めて解明された。

本結果は、業務量に対して保健師の人員が不足して

いることを示唆している可能性がある。このため、

次年度開発予定の ICT試作版ツールには、各業務

にどれだけ時間がかかっているのかを測定する機能

を盛り込む必要がある。 

  

5）本研究の限界と意義 

 本研究の限界は三点ある。第一に、回収率が著し

く低かった点である。全国調査の実施が地方議会の

会期中である年末に重なったことと、統括保健師が

新型コロナウイルス感染症の対応に多忙を極めてい

たことの影響を受けたと考えられる。また、調査項

目が多かったことも一因であろう。さらに、回答者

は、本研究テーマに関心を寄せている者に限定さ

れ、偏りがある。調査期間を年明けまで延長して対

応したものの、本結果を一般化することは難しい。

第二は、調査回答についての同意撤回期間を令和 5



 

年の 1月末まで設けたため、全データの分析が終わ

っていない点である。第三に、保健師が支援してい

る対象者や活動は多岐にわたり、その判断も複雑で

あるため、今回開発中のアルゴリズムにその全てを

網羅できていないという限界がある。 

 こうした限界はあるものの、本研究は長年暗黙知

とされてきた個別支援・地区活動・事業化を展開さ

せる判断項目を解明し、「保健師活動アルゴリズ

ム」として初めて整理した。今回開発した保健師活

動プロセス評価指標案や人材育成・人事管理の評価

項目との併用により、保健師活動の省察とケアの質

の改善が期待できる。 

 また、統括保健師の配置が本庁と保健所に拡大さ

れ、従前以上にその情報共有が重要性を増している

今、データに基づくマネジメントの推進を目指す本

研究は、時宜を得ている。本研究で開発予定の ICT

ツールを統括保健師が平時から活用し、保健師活動

のデータを蓄積しておけば、健康危機発生時の業務

量や必要人員の推計、およびその適正配置のシミュ

レーションの円滑な実施が期待できる。 

 さらに、統括保健師による人材育成の実施状況を

全国調査により解明したことも成果の一つである。

地方財政措置により、各保健所では感染症業務に対

応する保健師を現行の 1.5倍に増員しているため、

各自治体にとって保健師の人材育成は喫緊の課題で

ある。これまで人材育成は、ベテラン保健師達が経

験則で行ってきたが、本研究で開発予定の ICTツ

ールにより、各保健師のキャリアラダーの情報と活

動実態を紐づけ、強化すべき能力・技術を可視化で

きるようになれば、従前よりも短期間かつ効果的に

各保健師の能力・技術を向上できる可能性がある。 

 以上の成果を踏まえ、次年度は全国調査の分析を

継続し、アルゴリズムの実装性を高めるための判断

項目を精選するとともに、ユーザーフレンドリーな

ICT試作版ツールとその活用ガイドの開発を進める

必要がある。 

 

  

Ｅ.結論 

本研究では、統括保健師がデータに基づく組織横

断的な保健師活動と人材育成を推進することを目指

し、保健師活動アルゴリズムと保健師活動評価手法

の開発を行った。統括保健師は、個別の人材育成を

積極的に行っている一方、データに基づく人材育成

は十分に行われていないことを初めて解明した。ま

た、保健師活動では主にMicrosoft Office製品が活

用されていること、中堅期保健師の業務負担感は精

神保健や高齢者分野の支援で大きくなっており、時

間的圧迫や身体的活動の負担感が有意に大きくなっ

ていることを解明した。 

次年度は、今年度の成果を基盤として、ICT試作

版ツールのインタフェース設計と活用ガイド（仮

称）の開発を進める必要がある。 
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図 1：開発予定の ICT試作版ツールと保健師活動アルゴリズムの概要 
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令和４年度厚生労働科学研究費補助金（健康安全・危機管理対策総合研究事業） 

 （分担）研究報告書 

保健師活動アルゴリズム開発に向けた判断項目の明確化 

 

分担研究者  塩見美抄 京都大学大学院医学研究科人間健康科学系専攻 准教授 

研究代表者  吉岡京子 東京大学大学院医学系研究科健康科学・看護学専攻 准教授 

分担研究者  細谷紀子 千葉県立保健医療大学健康科学部看護学科 准教授 

分担研究者  佐藤美樹 国立保健医療科学院生涯健康研究部 上席主任研究官 

分担研究者  三浦貴大 国立研究開発法人産業技術総合研究所人間拡張研究センター 

            共創場デザイン研究チーム 主任研究員 

分担研究者  藤井仁  目白大学看護学部看護学科 准教授 

 

研究要旨 

本研究の目的は、保健師活動アルゴリズムを構成する判断プロセスと判断に用いる項目

を明確化することである。 

文献検討と実践的立場の有識者で構成された班会議によってアルゴリズムの定義と構造

イメージの作成、および判断項目案の抽出をした。その後、機縁法により選定した 5自

治体の統括保健師を対象にヒアリング調査を実施し、判断項目案の修正・加除すべき点

に関する意見を聴取し、それを反映した判断項目案を作成した。最後に、作成された判

断項目案について、ヒアリング調査対象以外の全自治体の統括保健師および中堅期保健

師を対象に、Web調査システムを用いた調査を実施した。調査内容は、判断項目案の妥

当性および各保健師が担当する必要度の高い事例と低い事例の各１事例について事例の

概要、判断項目の該当の有無と、必要度スコア（10点満点）についてであった。 

その結果、中堅期保健師の個別支援に関する有効回答数は 275件であった。事例は、精

神保健と母子保健が多かった。主観的必要度の平均は、必要度が高い事例で 8.1点、低

い事例で 3.7点であった。事例の概要を記述したデータのテキストマイニングを行った

結果、状態が安定し自ら相談できる事例は必要度が低く、未受診や治療中断など支援を

拒否する事例は必要度が高かった。重要でないとされた判断項目は、「本人_外国籍」で

あり、「本人_在宅での医療行為・医療的ケア」は重要でない項目と分からない項目の双

方にあがっていた。 

アルゴリズムを実装していくためには、評価項目の精選と簡略化が必要である。このた

め全国調査の結果をさらに詳細分析し、必要度の判定に有効な項目の精選を目指す。 

 

研究協力者 

本田 千可子 東京大学大学院医学系研究科健康科

学看護学専攻地域看護学分野 助教 

松本 博成  東京大学大学院医学系研究科健康科

学看護学専攻地域看護学分野 助教 

平 和也   京都大学大学院医学系研究科人間健康

科学系専攻地域健康創造看護学 助教 

鎌田 久美子 公益社団法人日本看護協会 常任理事 

山下 久美  兵庫県健康福祉部健康局健康増進課 

副課長 

笠 真由美   杉並区子ども家庭部参事兼保健福祉部 

地域保健調整担当課長事務取扱 

宇井 教恵   千葉県横芝光町健康子ども課健康づく

り班 主幹 

角川 由香  東京大学大学院医学系研究科健康科

学看護学専攻高齢者在宅長期ケア看護学分野 助

教 

茂木 りほ 国立保健医療科学院生涯健康研 

究部 主任研究官 

 

Ａ.研究目的 
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 保健師活動は、厚生労働省が実施する保健師活

動領域調査（以下、活動領域調査。）により定量

化されている 1)。この結果は、領域別の保健活動

実態の評価や国の施策分析等に活用されている。

しかし、同調査は、対象に選定された自治体の特

定の月の活動を計上するものであり、自治体では

災害等の健康危機発生時 2)を除いて、平常から活

動を日報などに計上する仕組みを持っていないこ

とが多い。また活動領域調査は、訪問・地区組織

活動等の各活動項目を一律に入力するため、事例

の重症度や活動の緊急性などによる重みづけがな

い。また、半日単位で計上するものであり、個々

保健師の活動実態評価へ流用するには十分でな

い。 

一方、自治体保健師の分散配置が進む中で、組織

横断的な保健活動や人材育成を推進するための統

括的な役割を担う保健師（以下、統括保健師とす

る。）の重要性が高まっている 3)。また、令和 5

年の「地域保健対策の推進に関する基本的な指

針」の改正で、感染症まん延時を含めた健康危機

に対応すべく、保健所への統括保健師配置を定め

た 4)。つまり、本庁と保健所の統括保健師は緊密

に連携し、人材育成を推進することが喫緊の課題

である。統括保健師が各保健師の活動実態を評価

し、その人材育成を推進していくためには、日々

の保健師活動実態を集積・可視化できる仕組みが

必要である。また、ICTを活用することで簡便か

つ実装可能性が高まると考え、保健師活動アルゴ

リズムの開発に着手することとした。開発するア

ルゴリズムは、保健師活動のコアである個別支

援、地区活動、事業化を、住民ニーズに基づき相

互に連関させて展開できるものにする必要があ

る。これによって、統括保健師による効果的な人

材育成のみならず、各保健師の活動の自己省察や

部署ごとの活動評価への活用が期待され、保健師

活動の質向上にもつながる可能性が高い。 

そこで本研究では、保健師活動アルゴリズムを構

成する判断プロセスと判断に用いる項目を明確化

することを目的とする。 

 

Ｂ.研究方法 

1）アルゴリズムの判断項目案の作成 

(1)文献検討 

国内外の保健師活動に関する書籍や過去の厚生労

働科学研究事業報告書を基に、保健師活動の必要

度判断項目や個別支援、地区活動、ニーズに基づ

く事業化への展開の方向性を判断する項目を抽出

した。 

 

(2️)アルゴリズムの項目案の作成 

まず、本研究で開発するアルゴリズムの定義と構

造のイメージをアルゴリズム班の研究者メンバー

で作成し、全体班会議において合意形成を図っ

た。その上で、保健師活動の必要度を判断するた

めの評価項目案を作成するため、アルゴリズム班

会議の研究者メンバーが 2〜3名ずつに分かれて

分担し、保健師活動の必要度が高い事例を想起し

ながら経験的知見を踏まえ、項目案を設定した。

なお、ここでいう必要度とは、単に保健師への要

望の大きさではなく、住民の潜在・顕在するニー

ズに対し自治体の保健師が担うべき程度を意味し

ている。作成した項目案はアルゴリズム班会議で

相互に確認し、修正を繰り返した。その上で、全

体班会議において実践的立場の研究協力者の意見

を収集し、加除・修正をして項目案を完成させ

た。 

 

(3)統括保健師へのヒアリング調査 

機縁法により選定した 5自治体に対し、アルゴリ

ズム項目案に対するヒアリング調査を実施した。

調査は、各自治体の統括保健師に対し、1〜2名

の研究者がオンライン会議システムを用いて１時

間程度実施した。調査期間は、令和 4年 9月〜

10月であった。調査では、事前に送付した項目

案について、表現の適切性や、追加・削除すべき

項目について意見を収集した。聴取した意見を受

けて、全体班会議で再検討をし、項目の修正・加

除を行なった。 

 

2）全国調査による項目の妥当性の検証 

計 1776地方自治体（ヒアリング調査に協力した自治

体、保健師が配置されていない自治体を除く。都道府

県、特別区、広域連合を含む）に対し、郵送で調査協

力依頼をし、Web調査システムを用いた調査を実施し

た。調査期間は、令和 4年 12月〜令和 5年 1月であ

った。調査対象者は、統括保健師および個別支援を担

当している中堅期保健師とした。 

統括保健師には、各評価項目の妥当性を調査し

た。中堅期保健師には、実際に担当している個別

事例、地区活動、事業のうち、必要度が高いもの
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と低いものを 1つずつ選定し、その概要（記述）

と主観的な必要度のスコア（10点満点。スコア

が高い方が、必要度が高い）、および必要度の各

判断項目について該当の有無や判断項目の妥当性

を問うた。 

 

3）倫理面への配慮 

本研究は、東京大学大学院医学系研究科・医学部

倫理委員会非介入等研究倫理委員会の承認を得て

実施した（審査番号 2022114NI承認日 2022年 7

月 31日、審査番号 2022114NI-(1)承認日 2022

年 11月 1日、審査番号 2022114NI-(2)承認日

2022年 11月 10日）。 

 

Ｃ.研究結果 

1）保健師活動アルゴリズムの判断項目案の作成 

(1)文献検討 

 文献検討により、保健師活動の必要度の判断要

素には、改善・予防の可能性の有無が含まれてい

た。また、個別性や重症度の高い健康課題は個別

支援、共通性のある一次予防的な健康課題は地区

活動のように、重症度や予防の次元によって必要

度を判断できる可能性が示唆された。政策の方向

性との合致度も、活動の必要度の重要な判断要素

であった。一方で、保健師活動の必要度や、個別

支援と地区活動や事業とのつながりの判断項目

は、文献検討のみからは抽出し切れなかった。 

 

(2️)アルゴリズムの項目案の作成 

 本研究における保健師活動アルゴリズムの操作

的定義は、保健師活動実態を示す情報を基に、活

動の必要度と見直し、個別支援・地区活動・ニー

ズに基づく事業化への活動展開の方向性を判断す

る過程を示したもの、とした。 

アルゴリズムの構造案を、図１に示す。アルゴリ

ズムは個別支援、地区活動、事業に大別され、各

保健師が日々の活動についてそれぞれのアルゴリ

ズムの判断項目に従って入力することで、活動の

必要度が判定される。加えて、他の活動へと展開

すべき場合（個別支援であれば地区活動や事業化

すべき場合）には、その方向性を示す。それらの

データをクラウド上に集積することで、保健師ご

とや部署ごと、地区ごと、管轄全体の保健師活動

の評価ができる構造にした。 

 個別支援の必要度を評価するための項目は、母

子、精神、高齢者等の対象領域別の項目と、対象

共通項目を設定した。地区活動と事業について

は、それぞれ対象共通項目のみを設定した。項目

設定においては、入力者による判断のばらつきが

少なくなるように、可能な限り具体的事実で評価

できる項目設定を意識したため、項目数が多くな

った。 

 

(3)統括保健師へのヒアリング調査 

 対象となった 5自治体の内訳は、都道府県・指

定都市・特別区＝各 1か所、中核市・保健所設置

市＝2か所であった。統括保健師の意見は、個別

支援の評価項目に関することが大半で、追加項目

には「他職種・多職種連携が必要」などの意見が

得られた。表現については、「生活リズムの乱

れ」のように入力者によって評価がばらつく可能

性がある項目や、「安寧」のように統一概念が未

確立な用語の指摘があった。最終的な項目案は、

個別支援 75項目〜93項目（対象領域による）、

地区活動 62項目、事業 56項目であった。 

 

2）全国調査による項目の妥当性の検証 

統括保健師の回答自治体は 177件（10.0％）、回

答件数は 184件であった。中堅保健師の回答自

治体は 196件（11.0％）、回答件数は 275件で

あった。 

ここからは、初期分析に用いた中堅期保健師の個

別支援に関する回答に絞って結果を示す。 

回答者の内、個別支援に関する有効回答数は 275

（4.8%）であった。その内訳は女性が 248人

（90.2%）、年齢は 30歳代が 133人（48.4%）、

40歳代が 97人（35.3%）と大半を占めた。職位

は、主任主事等が 178人（64.7%）と最も多かっ

た。 

個別支援に関する回答状況を表１に示す。各対象領

域について、必要度が高い事例と低い事例の両方の

回答を得た結果、領域は精神保健が 50件

（18.2%）と最も多く、次いで母子保健 44件

（16.0%）であった。事例に対する主観的な必要度

を 10点満点で問うた結果、必要度が低い事例の平

均点は 3.7(SD=1.7)点で、高い事例は 8.1(SD=1.6)

点であった。 

精神保健と母子保健の事例概要の記述データを、テ

キストマイニングソフト KH coder 35)を用いて分析
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した（図 2、図 3）。その結果、精神保健で必要度

が低いのは、病状が安定、自ら相談できる事例であ

り、逆に必要度が高いのは、警察の保護、病識に乏

しい、治療中断事例であった。母子保健で必要度が

低いのは、不安が強い、自ら相談できる事例であ

り、必要度が高いのは、経済困窮、妊婦健診未受

診、母親や子に障害がある事例であった。 

 評価項目としての重要度を問うた結果、重要で

ないと 1名以上が回答した項目は、34個あった

（表 2）。最も多い 6名が重要でないと回答した

項目は、「本人_外国籍」であり、次に多かった

のが「本人_在宅での医療行為・医療的ケア」5

名であった。また、わからないと 1名以上が回答

した 56項目を、表 3に示す。回答者が 4名と最

も多かったのは、「本人_在宅での医療行為・医

療的ケア」、「本人_対人関係に問題あり」、

「家族_支援・受診・治療の拒否」であった。 

  

Ｄ.考察 

本研究によって、個別支援・地区活動・事業の保

健師活動としての必要度と相互発展の方向性を判

断する項目を具体的に整理することができた。こ

れまで暗黙知とされていた 6)これらの判断項目が

言語化されたことで、保健師活動の実態可視化と

人材育成への活用が期待できる。 

また、個別支援については、全国調査において各

項目を重要でない、わからないとする者がわずか

であったことから、項目の妥当性が確認できた。

一方、評価項目数が多く、有効回答率が 4.8%と

低かったことから、日常的に全ての項目を評価す

ることは、現実的でないといえる。実装可能なア

ルゴリズムを開発するためには、評価項目の精選

と簡略化が必要である。このため、今後は全国調

査の結果をさらに詳細分析し、必要度の判定に有

効な項目を精選することが求められる。 

本研究の限界は、調査項目数が多かったため新型

コロナウィルス感染症対応等で多忙を極めていた

保健師には回答が困難であり、結果的に回答数が

少なくなったことである。そのため個別支援の必

要度評価項目を対象領域毎に分析することや、地

区活動・事業の必要度評価項目を数量的に解析す

ることができなかった。今後、評価項目を精選

し、アルゴリズムの実装性を高めることで、次年

度のアルゴリズム試行に保健師の協力が得られや

すくする計画である。また、調査時期を延長した

ことで、得られたデータの分析が不完全なことも

課題として残る。次年度早期に分析をし、研究の

進捗に支障のないよう対応する。さらに、保健師

が支援している個別事例や地区、およびその活動

は多種多様であり、個々の保健師の判断は非常に

複雑である。このため、その全てを今回開発中の

アルゴリズムに網羅することは難しいという限界

がある。 

 

Ｅ.結論 

本研究により、特に個別支援の必要度を判定する

アルゴリズムの判断項目を作成し、その妥当性が

確認できた。次年度以降、実装可能なアルゴリズ

ムの開発に向け、判断項目の精選が課題である。 

 

F．健康危険情報 

なし。 

 

G.研究発表 

1.論文発表 

なし。 

 

2.学会発表 

なし。 

 

H．知的財産権の出願・登録状況 

（予定を含む。） 

1.特許取得 

なし。 

2実用新案登録 

なし。 

3.その他 

なし 
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図１ 保健師活動アルゴリズムの構造 

個別支援・地区活動・事業の

各アルゴリズムへ 
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KH coder 3 による作図 

 

KH coder 3 による作図 

 

図２ 精神保健事例概要の必要度別テキストマイニング結果 

 

図３ 母子保健事例概要の必要度別テキストマイニング結果 
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表１．個別支援事例に関する回答概要 
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表２．評価項目として重要でないと回答された項目 
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表３．わからないと回答された項目 
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令和４年度厚生労働科学研究費補助金（健康安全・危機管理対策総合研究事業） 

 （分担）研究報告書 

保健師活動プロセス評価指標案の開発 

 

研究分担者 細谷 紀子 千葉県立保健医療大学健康科学部看護学科 准教授  

研究分担者 藤井 仁 目白大学看護学部看護学科 准教授 

研究分担者 吉岡 京子     東京大学大学院医学系研究科地域看護学分野 准教授 

研究分担者 塩見 美抄     京都大学大学院医学研究科人間健康科学系専攻 准教授 

研究分担者 佐藤 美樹    国立保健医療科学院生涯健康研究部 上席主任研究官 

分担研究者 三浦 貴大 国立研究開発法人産業技術総合研究所人間拡張研究センター 

                        共創場デザイン研究チーム 主任研究員 

 

研究要旨 

【目的】本研究は、個別支援から地区活動・事業化へ活動を展開することができている

かを評価するための保健師活動プロセス評価指標を開発することを目的とした。 

【方法】文献検討とヒアリング調査により指標の素案を作成し、次に、全国調査によ

り、指標案の妥当性を検証するとともに評価実施の適切な頻度を把握した。 

【結果】保健師活動プロセス評価指標は「個から地域へ」「事業化・施策化」「活動の

土台」の 3因子構造を持つことが確認された。統括保健師及び中堅保健師ともに「指標

の妥当性」が最も低い値を示した項目は「研究的取組みや学会発表を行っている」であ

った。評価実施の適切な頻度は半年に 1回であった。 

【考察】本研究班で開発しているアルゴリズムや本評価指標を用いて保健師活動の効率

化を図ることにより、根拠に基づく実践のための地区診断や研究的取組み時間を確保す

ることが必要と考えられた。 

【結論】本研究により、23項目の保健師活動プロセス評価指標が開発された。次年度以

降、本指標を用いた評価の実用化を進め、人材育成への活用方法を検討する必要があ

る。 
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研究協力者 

鎌田 久美子 公益社団法人日本看護協会 常任

理事 

山下 久美  兵庫県健康福祉部健康局健康増

進課 副課長 

笠 真由美   杉並区子ども家庭部参事兼保健福

祉部 地域保健調整担当課長事務取扱 

宇井 教恵   千葉県横芝光町健康子ども課健康

づくり班 主幹 

角川 由香  東京大学大学院医学系研究科健

康科学看護学専攻高齢者在宅長期ケア看護学

分野 助教 

本田 千可子 東京大学大学院医学系研究科健

康科学看護学専攻地域看護学分野 助教 

松本 博成  東京大学大学院医学系研究科健

康科学看護学専攻地域看護学分野 助教 

平 和也   京都大学大学院医学系研究科人間

健康科学系専攻地域健康創造看護学 助教 

茂木 りほ 国立保健医療科学院生涯健康研

究部 主任研究官 

 

Ａ.研究目的 

地域保健対策の主要な担い手である保健師

は、保健活動の基本的な方向性として、地区

活動に立脚した活動を強化し、個別課題から

地域課題への視点を持って活動を展開するこ

とが求められている 1）。しかしながら、令

和 4年度保健師活動領域調査によると、担当

地区の地区診断の時間数は、全体のわずか

1％にも満たない 2）。地域の課題を的確に捉

えられなければ、地域特性に応じた効果的な

活動を展開することは困難である。こうした

課題解決のため、個別支援から地区活動、そ

して事業化へと活動を展開させることができ

ているかどうか、保健師自身が活動を客観的

に評価するための標準化された指標が必要と

考えた。 

保健師活動に関する評価指標として、先行研

究では特定の活動分野やキャリアに関するも

のが開発されていた 3)が、個別支援から地区

活動、事業化へと活動を展開させていくプロ

セスを評価できる指標は見当たらなかった。 

そこで本研究では、個別支援から地区活動・

事業化へ活動を展開することができているか

を評価するための指標を開発することを目的

とした。本指標の開発により、部署内外の保

健師活動の現状を可視化することが可能とな

り、統括保健師による根拠に基づく効率的・

効果的な活動展開と人材育成が促進される可

能性がある。 

 

Ｂ.研究方法 

1）保健師活動プロセス評価指標の作成方法 

(1)文献検討による素案の作成 

 医学中央雑誌Web版を用いて、キーワー

ド「保健師 and評価指標」「保健師 and評

価方法」「保健師 and活動評価」「保健師

andプロセス評価」に該当する文献を検索し

た。また、EBSCOhostを用いて、キーワー

ド「public health nursing & evaluation 

methods」に該当する文献を検索した。該当

した文献について、タイトルおよび要旨から

本研究課題に該当しない文献を除き、個別支

援から地区活動・事業化へ活動を展開させる

ことができているかを評価するための指標と

して活用できるものを検討した。参考となる

文献を基に原案を作成し、第 1～3回の研究

班会議において検討を重ね、素案を作成し

た。 

(2)ヒアリング調査による素案の修正  

 統括保健師を対象に、素案について構成や

項目のわかりやすさの観点から意見を聴取し

た。調査対象者のリクルートは、研究代表者

および研究分担者の機縁に基づき実施した。

調査時期は令和 4年 9月～10月であった。 

 

2）全国調査による保健師活動プロセス評価

指標案の妥当性の検証 

 ヒアリング調査に協力を得た地方自治体を

除く全国の都道府県・市区町村の統括保健

師、および中堅保健師（保健師経験年数 6～

20年目で管理職に就いていない者）を対象

としてWeb調査を実施した。調査期間は令

和 4年 12月～令和 5年 1月であった。 

調査項目は、保健師活動プロセス評価指標に

ついて「指標の妥当性」「評価をする適切な

頻度」を尋ねた。「指標の妥当性」は「全く

そう思わない」「あまりそう思わない」「そ

う思う」「とてもそう思う」の 4件法にて質
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問した。「評価を行う適切な頻度」は、「毎

月」「3～4か月に 1回」「半年に 1回」「1

年に 1回」の選択肢にて質問した。また、指

標について直近 3～4か月の「実施の程度」

を「全く実施していない」「ほとんど実施し

ていない」「ときどき実施している」「よく

実施している」の 4件法にて質問した。 

分析は、単純集計を行った後、「指標の妥当

性」は「全くそう思わない」と「あまりそう

思わない」、および「そう思う」と「とても

そう思う」を合わせて割合を算出した。ま

た、統括保健師の実施の程度の回答結果を基

に探索的因子分析を行い、因子構造を把握し

た。因子抽出法は最尤法を用い、回転法は

Kaiser の正規化を伴うプロマックス法を用

いた。分析は、IBM SPSS Statistics 26 for 

Windowsを用いて行った。 

 

（倫理面への配慮） 

本研究は、東京大学大学院医学系研究科・医

学部倫理委員会非介入等研究倫理委員会の承

認を得て実施した（審査番号 2022114NI、

承認日 2022年 7月 31日、審査番号

2022114NI-(1)、承認日 2022年 11月 1日、

審査番号 2022114NI-(2)、承認日 2022年 11

月 10日）。 

 

Ｃ.研究結果 

1）保健師活動プロセス評価指標素案 

文献検討の結果、特定のキャリアに関する評

価指標はあったが、プロセス評価についてま

とめられた文献は見当たらなかった。また当

初、保健師活動領域調査項目の内容を反映す

ることを想定していたが、文献検討の結果、

この内容はアルゴリズム案に包含すべきと判

断した。なお、地方自治体の保健医療福祉計

画の評価指標は、個々に多様な項目が設定さ

れており、評価に活用しづらいことが判明し

たため、今回は使用しないこととした。 

そこで、平野による厚生労働科学研究「保健

師による保健活動の評価指標の検証に関する

研究」報告書（平成 25～27年度）3）に示さ

れていた 6分野のプロセス評価（母子保健

14項目、健康づくり活動 17項目、高齢者

18項目、精神保健（受療支援 11項目、自殺

対策 10項目）、感染症（平常時 8項目、発

生時 10項目）、難病（個別支援 12項目、地

域ケアシステム 5項目）について、共通する

要素を取り出し、16項目の素案（原案）を

作成した。加えて、Saeki et al. による「The 

comprehensive career development scale 

for PHNs」4）を参考として 2項目を加え、

18項目の素案（原案）を作成した。 

18項目の素案（原案）について 3回の研究

班会議において議論を重ね、「法律の解釈と

運用」「施策化に関する資料作成や説明」

「人材育成」「学会参加」に関する 4項目を

追加し、22項目の素案を作成した。また、

当初「保健師活動評価指標」と命名していた

が、個別支援から地区活動・事業化へ活動を

展開させるプロセス評価の指標であることを

強調するため、「保健師活動プロセス評価指

標案」と名称を変更した。 

 

2）ヒアリング調査による素案の修正 

7自治体に打診した結果、5自治体から内諾

が得られた（都道府県・指定都市・特別区＝

各 1か所、中核市・保健所設置市＝2か

所）。Web 会議システムを用いてヒアリン

グ調査を実施した結果、項目素案の構成につ

いては、概ね同意が得られた。項目素案の表

現については、回答者である保健師にとっ

て、より分かりやすい表現にする必要がある

という観点から意見が出された。 

ヒアリング調査の結果に基づき、第 4回研究

班会議にて素案の修正について検討した。

「事業化・施策化および予算獲得に向けた交

渉を行っている」という項目は、「事業化・

施策化および予算獲得に向けて所属内での課

題の共有と合意形成を行っている」と「事業

化・施策化および予算獲得に向けて関係部署

との交渉を行っている」の 2つに分けること

とし、計 23項目となった。また、「法律の

解釈と運用をしている」については、「根拠

法令・国の動向・通知などを確認・理解し、

活動を展開している」と表現を修正した。 

 

3）全国調査による保健師活動プロセス評価指

標案の妥当性の検証 
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調査依頼は 1776地方自治体（ヒアリング調

査に協力した自治体、保健師が配置されてい

ない自治体を除く。都道府県、特別区、広域

連合を含む）に送付した。統括保健師の回答

自治体は 177件（10.0％）、回答人数は 184

件であった。中堅保健師の回答自治体は 196

件（11.0％）、回答人数は 275件であった。 

（1）指標の妥当性 

「指標の妥当性」の結果を表 1に示す。統括

保健師について、「全くそう思わない」とい

う回答は、全ての項目において見られず、

「あまりそう思わない」が 20％を超えた項目

は「18. 研究的取組みや学会発表を行ってい

る」27.2%であった。中堅保健師は、3項目を

除き、「全くそう思わない」という回答がわ

ずかにみられた。「全く」と「あまり」そう

思わない、を合わせて 20％を超えた項目は、

「18. 研究的取組みや学会発表を行っている」

（35.0％）、「6. 人権尊重やヘルスリテラシ

向上のための相談・教育活動を行っている」

（29.6％）であった。 

（2）評価を行う適切な頻度 

 評価を行う適切な頻度の結果を表 2に示

す。最も多い回答は統括保健師、中堅保健師

ともに「半年に 1回」であった。 

（3）保健師活動プロセス評価指標案の因子構

造 

 因子分析の結果を表 3に示す。因子数につ

いてはスクリープロットを基準に、3または

4因子と推定して因子分析を行った。その結

果、因子数 3で各項目の因子負荷量 0.3以

上、AIC(Akaike's Information Criterion）

＝34.708となった。第 1因子は「個から地

域へ」、第 2因子は「事業化・施策化」、第

3因子は「活動の土台」と命名した。 

 

Ｄ.考察 

ヒアリング調査を経て 23項目となった保健

師活動プロセス評価指標は、因子分析の結

果、3因子構造をもつことが確認された。つ

まり、個別支援から地区活動・事業化へ活動

展開は「個から地域へ」「事業化・施策化」

「活動の土台」の 3因子で説明されることが

明らかとなった。この構造をみると、「個か

ら地域へ」と命名した第 1因子には、主に個

別支援に関する項目 1～3、個から地域を繋

ぐ意味をもつ項目 4、そして地区診断の中心

となる項目 11、その他、住民グループへの

支援や住民・関係者との連携・協働に関する

内容が含まれた。これらが共通の因子に含ま

れたことは、個別支援と地区活動は連関して

おり、個別支援の積み重ねが地区診断・地区

活動につながることを示唆していると考えら

れる。 

また、保健師活動プロセス評価指標の妥当性

については、「18. 研究的取組みや学会発表

を行っている」が最も低い値を示した。保健

師活動指針 1）において、地域診断に基づく

PDCAサイクルの実施の中に調査研究に基

づき行う必要性が明示されており、日本看護

協会による看護職の倫理綱領 5）にも、研究

や実践を通して、専門的知識・技術の創造と

開発に努める必要性が示されている。個別支

援から地区活動・事業化への活動展開には

PDCAサイクルを回しながら取り組むこと

が必須と考えられ、3割近い統括保健師が研

究的取組みをプロセス評価の指標として妥当

性が低いと考えていることは、地域の課題に

依拠した保健師活動を推進する上で喫緊の課

題と考えられる。これは、令和 4年度の保健

師活動において担当地区の地区診断の時間数

が全体のわずか 1％にも満たない状況 2）にも

関連している可能性が考えられる。本研究班

で開発しているアルゴリズムや本評価指標を

用いて保健師活動の効率化を図ることによ

り、各保健師が根拠に基づく実践のための地

区診断や研究的取組み時間を確保できるよう

になることが望まれる。 

本研究の限界は、調査を開始した令和 4年

12月が新型コロナウイルス感染症第 8波の

流行時期に重なってしまい、自治体保健師が

多忙であることが推察されたため回答期限を

年明けまで延長したものの、有効回答数が統

括保健師は約 1割、中堅保健師はさらに低い

値にとどまった点にある。そのような状況下

において回答に協力を得た保健師は、本研究

に関心の高い集団の可能性がある。以上か

ら、本研究結果を一般化することは難しく、

解釈には慎重を期す必要がある。 
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Ｅ.結論 

本研究により、23項目の保健師活動プロセ

ス評価指標が開発された。次年度以降、本指

標を用いた評価の実用化を進め、人材育成へ

の活用方法を検討する必要がある。 
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表 1．指標の妥当性 

 

 

 
 

 

表 2 評価を行う適切な頻度 

  

頻度 

統括保健師 

  n (%) 

中堅保健師 

  n (%) 

毎月 2 (1.1) 3 (1.1) 

3-4か月に 1回 25(13.6) 47(17.2) 

半年に 1回 83(45.1) 129(47.1) 

1年に 1回 74(40.2) 95(34.7) 

計 184(100.0) 274(100.0) 
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表 3 因子分析の結果 
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令和４年度厚生労働科学研究費補助金（健康安全・危機管理対策総合研究事業） 

 （分担）研究報告書 

 

ICTを用いた試作版ツールに必要な機能と人材育成への活用方法の検討 

 

分担研究者 佐藤 美樹  国立保健医療科学院 生涯健康研究部 上席主任研究官 

研究代表者 吉岡 京子  東京大学大学院医学系研究科健康科学・看護学専攻 准教授 

分担研究者 藤井 仁   目白大学看護学部看護学科 准教授 

分担研究者 塩見 美抄  京都大学大学院医学研究科人間健康科学系専攻 准教授 

分担研究者 細谷 紀子  千葉県立保健医療大学健康科学部看護学科 准教授 

分担研究者 三浦 貴大 国立研究開発法人産業技術総合研究所人間拡張研究センター 

共創場デザイン研究チーム 主任研究員 

 

研究要旨 

【目的】本研究は、統括保健師が組織横断的な保健師活動と人材育成を推進するため

に、次年度以降に開発予定の ICT試作版ツールに必要な機能と人材育成への活用方法の

検討、および妥当性の検証を行うこと目的とした。 

【方法】本年度は、文献検討と統括保健師へヒアリング調査を行い、人材育成・人事管

理等に関する評価項目案を作成した。次いで全国調査により、評価項目の実施状況を把

握するとともに妥当性を検証した。 

【結果】人材育成・人事管理等に関する評価項目は、因子分析の結果「人材育成への活

用方法」、「人事管理への活用方法」、「組織における業務管理」の 3因子構造をもつ

ことが確認された。統括保健師による人材育成の実施状況は、「保健師個々の人材育成

の一環として自己研鑽を促している」や「保健師個々のキャリアを考慮した人材育成を

行っている」等の項目で、実施割合が高かった。一方、「保健師個々の月報と人材育成

のデータを連動させ、人材育成を行っている」や「組織の月報を日々の保健師活動の改

善に活用している」等のデータを活用した人材育成の実施割合は低い値であった。 

【考察】本研究で検討した人材育成・人事管理に関する評価項目は、ICTを用いた試作

版ツール（試作版ツール）に必要な機能と人材育成への活用方法の検討を行う際の評価

項目として活用できると考えられた。 

【結論】本研究により、16項目の人材育成・人事管理等に関する評価項目の実施状況を

把握するとともに、その妥当性を検証できた。次年度以降さらなる分析を進め、統括保

健師が ICTツールを用いて効果的な人材育成を推進できるように、実装に向けた具体的

方策を検討する必要がある。 
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研究協力者 

鎌田 久美子 公益社団法人日本看護協会  

常任理事  

山下 久美  兵庫県健康福祉部健康局健康 

増進課 副課長 

笠 真由美   杉並区子ども家庭部参事兼保健 

福祉部 地域保健調整担当課長 

事務取扱 

宇井 教恵   千葉県横芝光町健康子ども課 

健康づくり班 主幹 

茂木 りほ  国立保健医療科学院生涯健康 

研究部 主任研究官 

本田 千可子 東京大学大学院医学系研究科 

健康科学看護学専攻地域看護学 

分野 助教 

松本 博成  東京大学大学院医学系研究科 

健康科学看護学専攻地域看護学 

分野 助教 

平 和也    京都大学大学院医学系研究科 

人間健康科学系専攻地域健康 

創造看護学 助教 

角川 由香  東京大学大学院医学系研究科 

健康科学看護学専攻高齢者在宅 

長期ケア看護学分野 助教 

 

Ａ.研究目的 

令和 5年の「感染症法・地域保健法の改正を

受けた改正地域保健指針」において、地域の

健康危機管理体制を確保するために、本庁の

みならず保健所にも総合的なマネジメントを

担う統括的な役割を担う保健師（以下、統括

保健師とする。）の配置等について明記され
1)、そのマネジメント能力の向上が求められ

ている。しかし、統括保健師の配置は、都道

府県では 47 自治体全てに配置されているの

に対し、市区町村では約 65％にあたる 1,123 

自治体にしか配置されていない 2)。とりわけ

小規模自治体では、統括保健師の配置、人材

確保・育成計画立案等に困難が生じているこ

とも指摘されている 3）。 

平成 28年に出された「保健師に係る研修の

あり方等に関する検討会最終とりまとめ～自

治体保健師の人材育成体制構築の推進に向け

て～」では、統括保健師に求められる能力と

して、「組織横断的な調整を行い、保健活動

を総合的に推進する能力」、「保健師として

の専門的知識・技術について指導する能

力」、「組織目標に基づき保健師の人材確

保・人材育成体制を整備する能力」の 3項目

が示され 4)、統括保健師は地域の健康課題を

組織横断的に把握する立場として、自治体内

の保健師の活動に貢献してきた。また、新型

コロナウイルス感染症対応を踏まえ、地方財

政措置により感染症対応業務に従事する自治

体保健師を現行の 1.5倍に増員したことか

ら、その人材育成が喫緊の課題となってい

る。本庁と保健所に配置された統括保健師が

互いに協力し、ICTを活用しながら組織横断

的な保健師活動と保健師の人材育成体制を強

化していく必要がある。 

そこで本研究では、統括保健師が組織横断的

な保健師活動と人材育成を推進するために、

次年度以降に開発予定の ICT試作版ツール

に必要な機能と人材育成への活用方法の検

討、および妥当性の検証を行うこと目的とし

た。 

 

Ｂ.研究方法 

1．統括保健師の人材育成・人事管理に関す

る評価項目の作成方法 

1）文献検討と自治体保健師の標準的キャリ

アラダーとの関連の検討 

医学中央雑誌Web版を用いて、キーワード

「保健師 and統括保健師」「保健師 and人

材育成」「保健師 andマネジメント」「保健

師 andキャリア」「保健師 and専門能力」

「保健師 andコンピテンシー」に該当する文

献を検索した。 

該当した文献について、タイトルおよび要旨

から課題に該当しない文献を除き、保健師の

専門能力、マネジメント、コンピテンシーに

関する既存の尺度を整理し、自治体保健師の

標準的なキャリアラダー（以下、キャリアラ

ダーとする）との関連を検討した。 

該当した文献について、タイトルおよび要旨

から課題に該当しない文献を除き、保健師の

専門能力、マネジメント、コンピテンシーに

関する既存の尺度を整理し、自治体保健師の

標準的なキャリアラダー（以下、キャリアラ
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ダーとする）、公衆衛生看護管理の 8つの管

理機能 5)との関連を検討した。 

 

2）人材育成への活用方法の整理 

キャリアラダーや尺度の活用状況を検討し

た。また、統括保健師が人材育成を円滑に進

めることを目的とし、アルゴリズム案や保健

師活動プロセス評価指標の入力結果と、各自

治体のキャリアラダーの自己評価の結果を連

動させて表示できるようにシステムを設計

し、試作版ツールに搭載するための項目を検

討した。 

3）人材育成・人事管理等に関する評価項目

素案の作成 

 人材育成は On The Job Training

（OJT）、Off The Job Training（Off-

JT）、ジョブローテーション、自己研鑽の 4

本柱で構成されているため、これらを網羅す

る形で人材育成・人事管理に関する実態把握

を行うための評価項目素案を作成した。 

 

2．統括保健師へのヒアリング調査による評

価項目素案の修正 

1）対象者の選定 

新型コロナウイルス感染症対応で統括保健師

が多忙であったため、ヒアリング調査対象者

のリクルートは、研究代表者および研究分担

者の機縁に基づき行った。 

2）実施方法と調査時期 

 Web会議システムを用いてヒアリング調査

を実施した。対象者には、事前にヒアリング

の趣旨を説明し、同意を得て行った。調査時

期は令和 4年 9月～10月に実施した。 

3）調査内容 

 人材育成・人事管理に関する評価項目につ

いての回答のしやすさ、わかりにくい点など

である。 

4）質問項目の洗練 

ヒアリング調査の結果に基づき、研究班会議

にて項目素案の修正について検討し、人材育

成・人事管理等に関する評価項目案を作成し

た。 

 

3．全国調査による統括保健師の人材育成・

人事管理に関する評価項目の妥当性の検証お

よび実態把握 

1）調査対象 

全国調査の対象は、全ての都道府県・市区町

村の統括保健師とした。なお、現場の負担を

考慮し、ヒアリング調査に協力した 5か所の

地方自治体は除外した。 

2）調査方法と調査期間 

 インターネットを用いた構成的調査を実施

した。調査期間は令和 4年 12月～令和 5年

1月に実施した。 

3）調査項目 

①基本属性：性別、年代、保健師経験年数、

基礎教育機関、自治体規模、職位、所属等 

②人材育成・人事管理等に関する調査項目の

14項目の実施状況は、「まったく実施して

いない（1点）」「ほとんど実施していない

（2点）」「ときどき実施している（3

点）」「よく実施している（4点）」で回答

を得た。 

4）分析方法 

①基本属性の記述統計 

②人材育成・人事管理に関する項目の分析 

(1)単純集計 

(2)実施状況の割合の算出 

「まったく実施していない」と「ほとんど実

施していない」、および「ときどき実施して

いる」と「よく実施している」を合わせて割

合を算出した。 

(3)探索的因子分析による因子構造の検討 最

尤法、プロマックス回転を用いた。 

分析は、IBM SPSS Statistics 26 for 

Windowsを用いて行った。 

 

（倫理面への配慮） 

本研究は、東京大学大学院医学系研究科・医

学部倫理委員会非介入等研究倫理委員会の承

認を得て実施した（審査番号 2022114NI、

承認日 2022年 7月 31日、審査番号

2022114NI-(1)、承認日 2022年 11月 1日、

審査番号 2022114NI-(2)、承認日 2022年 11

月 10日）。 

 

Ｃ.研究結果 
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1．統括保健師の人材育成・人事管理に関す

る評価項目素案の作成 

1）キャリアラダーとの関連の検討 

文献検討の結果、保健師の能力、マネジメン

ト、コンピテンシーに関する既存の尺度（17

文献）を整理した。キャリアラダーとの関連

を検討した結果、一種類の尺度だけで測定す

ることは難しいことが明らかとなった。公衆

衛生看護の 8つの機能別に分析すると、情報

管理、組織管理に関する項目がほとんど見ら

れなかった。人材育成支援シートの活用上の

課題として、自己評価の高い人、低い人がお

り、管理職も一緒に共有できるように評価を

標準化する必要があるという課題が明らかと

なった。以上から、人材育成のための評価指

標として、自己評価と上司による他者評価の

ギャップを修正するために、客観的な物差し

（尺度）を用いる必要があると考えられた。 

既存尺度とラダーのキャリアレベルとの関連

を検討した結果、既存の尺度項目は、中堅期

を対象としたものが多かった。また、各項目

とキャリアレベルの段階を対応させて人材育

成を進めるためには、評価基準の検討が必要

なことが明らかになった。 

2）人材育成への活用方法の整理 

キャリアラダーや尺度の活用状況を検討した

結果、人材育成に関する自己評価と上司や指

導者による他者評価の乖離が課題となってい

ることが明らかになった。当初はキャリアラ

ダーをギャッジアップさせる条件が、アルゴ

リズムの鍵となる問いに当たるのではないか

という仮説を立てていたが、実際には国のキ

ャリアラダーを修正・加筆する形で、各自治

体が独自のキャリアラダーを作成し、人材育

成に活用していることが判明した。このた

め、当初立てていた仮説を見直す必要が生じ

た。 

そこで研究班会議で検討した結果、統括保健

師が人材育成を効果的に進めることを目指

し、アルゴリズム案や保健師活動プロセス評

価指標の入力結果と、各自治体のキャリアラ

ダーの自己評価の結果を連動させて表示でき

るようにシステムを設計し、次年度開発予定

の ICT試作版ツールに搭載する方向に軌道

修正した。 

3）人材育成・人事管理等に関する評価項目

素案の作成 

キャリアラダー以外の各保健師の成長の評価

方法について検討し、人材育成は On The 

Job Training（OJT）、Off The Job 

Training（Off-JT）、ジョブローテーショ

ン、自己研鑽の 4本柱で構成されているた

め、これらを網羅する形で人材育成・人事管

理に関する実態把握を行うための評価項目の

素案を作成した。 

 

2．統括保健師へのヒアリング調査による評

価項目素案の修正 

1）ヒアリング調査の実施 

令和 4年 9～10月にかけて 7自治体に打診し

た結果、5自治体から内諾が得られた（都道

府県・指定都市・特別区＝各 1か所、中核

市・保健所設置市＝2か所）。Web会議シス

テムを用いてヒアリング調査を実施した結

果、項目素案の構成については、概ね同意が

得られた。評価項目素案の表現については、

回答者である保健師にとって、より分かりや

すい表現とする必要があるという観点から意

見が出された。 

2）人材育成・人事管理等に関する評価項目

素案の修正 

ヒアリング調査の結果に基づき、研究班会議

にて項目素案の修正について検討した。統括

保健師が、人事部門と配置や異動時のジョブ

ローテーションについて話す機会があるかど

うか尋ねる項目の追加について、統括保健師

の職位によって実施内容が異なることから、

「人材育成を考慮した人事異動について、人

事担当者と相談・調整している」と「保健師

の人員配置・確保について、人事担当者と相

談・調整している」の 2つに分けて質問する

こととし、2項目追加し、16項目とした。 

 

3．全国調査による統括保健師の人材育成・

人事管理に関する評価項目の妥当性の検証お

よび実態把握 

1)調査対象の概要 

 調査依頼は 1776地方自治体（ヒアリング

調査に協力した自治体、保健師が配置されて

いない自治体を除く。都道府県、特別区、広
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域連合を含む）に送付した。統括保健師の回

答自治体は 177件（10.0％）、回答人数は

184件であった。 

性別はすべて女性、年代は 50歳代が 146名

（79.4％）と最も多く、次いで 40歳代が 23

名（12.5％）の順であった。保健師経験年数

の平均は 28.8年、基礎教育機関は専門学校

が 141人（76.6％）、大学が 21人

（11.4％）の順であった。自治体規模は、一

般市町村が 124か所（67.4％）、保健所設置

32か所（17.4％）、都道府県 28か所

（15.2％）であった。職位は、課長職以上が

82名（44.6％）、課長職以下が 99名

（53.8％）であった。 

2) 人材育成・人事管理に関する項目の分析 

①人材育成・人事管理に関する評価項目の実

施状況（表 1） 

人材育成・人事管理に関する評価項目 16項

目の実施状況について、「時々実施している

／よく実施している」が約 6割以上の項目

は、「9_保健師個々の人材育成の一環として

自己研鑽を促している」（81.0％）、「1 _

保健師個々のキャリアを考慮した人材育成を

行っている」（80.4％）、「2_指導的立場の

保健師と保健師個々の人材育成の方針につい

て共有している」（77.7％）等の人材育成に

関する 7項目であった。一方で、「全く実地

していない／ほとんど実施していない」が約

6割以上の項目は、「13_保健師個々の月報

と人材育成のデータを連動させ、人材育成を

行っている」（83.7％）、「14_組織の月報

を日々の保健師活動の改善に活用している」

（80.4％）、「15_保健師個々の年報と人材

育成のデータを連動させ、人材育成を行って

いる」（80.4％）等の日報・月報等の活用の

業務管理に関する 7項目であった。 

3）人材育成・人事管理に関する評価項目の

探索的因子分析による因子構造の検討（表

2） 

16項目を用いて、最尤法（プロマックス回

転）による探索的因子分析を行った。3因子

で最適解を得た。各因子に属する項目は、

0.44～0.95であった。第 1因子は、「7_保健

師個々のキャリアラダーの自己評価の結果を

集約し、組織の人材育成に活用している」、

「8_保健師個々のキャリアラダーとキャリア

パスを連動させ、保健師の人材育成を行って

いる」、「6_保健師個々のキャリアラダーの

自己評価の結果を経年的に把握している」と

いった「人材育成への活用方法」に関する 9

項目で構成された。第 2因子は、「14_組織

の月報を日々の保健師活動の改善に活用して

いる」、「13_保健師個々の月報と人材育成

のデータを連動させ、人材育成を行ってい

る」、「2_保健師個々の日報を日常の業務管

理に活用している」といった「業務管理への

活用方法」に関する 5項目で構成された。第

3因子は、「11_保健師の人員配置・確保に

ついて、人事担当者と相談・調整してい

る」、「10_人材育成を考慮した人事異動に

ついて、人事担当者と相談・調整している」

の「組織における人事管理」に関する 2項目

で構成された。 

 信頼性分析の結果、Cronbach’sα係数は 16

項目全体で 0.90であった。下位因子におけ

る Cronbach’sα係数は第 1因子が.89、第 2

因子が.89、第 3因子が 0.93を示し、十分な

内的整合性を示した。 

 

Ｄ.考察 

本研究は、人材育成の 4本柱である①On 

The Job Training（OJT）、②Off The Job 

Training（Off-JT）、③ジョブローテーショ

ン、④自己研鑽を網羅する形で人材育成・人

事管理に関する実態把握を行うための評価項

目素案（16項目）を作成し因子分析した結

果、「人材育成への活用方法」「人事管理へ

の活用方法」「組織における業務管理」の 3

因子構造をもつことが明らかとなった（表

2）。16項目の評価項目の内容は、統括保健

師が人材育成への活用を検討する際の評価項

目としての構成概念を反映していると考えら

れた。 

また、統括保健師による人材育成の実施状況

は、個々の保健師に対する人材育成は積極的

に行われている一方、月報等のデータを活用

した人材育成の実施割合は低くなっていた。

つまり、日報や月報等のデータを業務管理や

人材育成に活用することが十分に出来ておら

ず、データに基づく人材育成が実施できてい
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ないという課題が浮き彫りとなった。これ

は、キャリアラダーの項目 4)には、情報管

理、組織管理に関する項目がほとんど見られ

なかったこととも関連している可能性が考え

られる。このため次年度以降は、ICTを用い

て個々の保健師の活動データを収集・分析

し、データに基づく効果的な人材育成を推進

するための具体的方策について検討が必要と

考える。また、現場の実態に合わせ、ユーザ

ーフレンドリーな ICT試作版ツールとその

使い方を盛り込んだ活用ガイド（仮称）を開

発していく必要がある。また、自治体規模や

職位により、人材育成・人事管理に関する状

況が異なる可能性があるため、評価方法等の

さらなる検討が課題である。 

 本研究の限界は、調査対象者を全国の自治

体の統括保健師を対象に実施したものの、調

査期間が地方議会の会期中である年末に重な

ってしまった点である。また、新型コロナウ

イルス感染症への対応のため、統括保健師は

多忙な状態が続いていた。調査期間を年明け

まで延長したが、有効回答数は約 1割と低迷

しており、結果の一般化は難しい。さらに、

令和 5年 1月末まで調査回答の同意撤回期間

を設けていたため、予定していたすべての分

析ができていない点で限界がある。しかしな

がら、本研究では、これまで十分に明らかに

されてこなかった統括保健師による人材育成

の実施状況を明らかにするとともに、人材育

成・人事管理に関する評価項目を作成し、妥

当性ならびに信頼性を検証したところに独創

性を有している。次年度以降さらなる分析を

進め、統括保健師が ICTツールを用いて効

果的な人材育成を推進できるように、実装に

向けた具体的方法を検討する必要がある。 

 

Ｅ.結論 

本研究により、人材育成・人事管理等に関する

16項目の評価項目の実施状況を把握するとと

もに妥当性が検証された。次年度は本結果に基

づき、ユーザーフレンドリーな ICT試作版ツー

ルとその使い方を盛り込んだ活用ガイド（仮

称）の実装を進めていく必要がある。 
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回答数 ％ 回答数 ％

 1 _保健師個々のキャリアを考慮した人材育成を行っている 36 19.6 148 80.4

 2_指導的立場の保健師と保健師個々の人材育成の方針について共有している 41 22.3 143 77.7

 3_指導的立場の保健師とスタッフ保健師が、保健師活動について日常的にふり返るための機会をつくるように促している 51 27.7 133 72.3

 4_保健師個々が定期的に人材育成のための面談を受ける機会がある 55 29.9 129 70.1

 5_分散配置されている部署の上司と、保健師個々の人材育成の方針を共有している 98 53.3 86 46.7

 6_保健師個々のキャリアラダーの自己評価の結果を経年的に把握している 93 50.5 91 49.5

 7_保健師個々のキャリアラダーの自己評価の結果を集約し、組織の人材育成に活用している 107 58.2 77 41.8

 8_保健師個々のキャリアラダーとキャリアパスを連動させ、保健師の人材育成を行っている 112 60.9 72 39.1

 9_保健師個々の人材育成の一環として自己研鑽を促している 35 19.0 149 81.0

10_人材育成を考慮した人事異動について、人事担当者と相談・調整している 76 41.3 108 58.7

11_保健師の人員配置・確保について、人事担当者と相談・調整している 64 34.8 120 65.2

12_保健師個々の日報を日常の業務管理に活用している 137 74.5 47 25.5

13_保健師個々の月報と人材育成のデータを連動させ、人材育成を行っている 154 83.7 30 16.3

14_組織の月報を日々の保健師活動の改善に活用している 148 80.4 36 19.6

15_保健師個々の年報と人材育成のデータを連動させ、人材育成を行っている 148 80.4 36 19.6

16_組織の年報を翌年の保健師活動の改善に活用している 118 64.1 66 35.9

時々実施している／

よく実施している質問項目

全く実地していない

／ほとんど実施して

いない

表 2. 人材育成・人事管理に関する評価項目の探索的因子分析 

 

ｎ=184 

 

  表 1．人材育成・人事管理に関する評価項目の実施状況 ｎ=184 

第1因子 第2因子 第3因子 subscal overall

7_保健師個々のキャリアラダーの自己評価の結果を集約し、組織の人材育成に活用している 0.94 -0.02 -0.06 0.89

8_保健師個々のキャリアラダーとキャリアパスを連動させ、保健師の人材育成を行っている 0.93 -0.01 -0.10

6_保健師個々のキャリアラダーの自己評価の結果を経年的に把握している 0.74 0.00 0.02

3_指導的立場の保健師とスタッフ保健師が、保健師活動について日常的にふり返るための機会をつくるように促している 0.64 0.13 -0.10

4_保健師個々が定期的に人材育成のための面談を受ける機会がある 0.60 -0.17 0.15

2_指導的立場の保健師と保健師個々の人材育成の方針について共有している 0.57 0.07 0.05

5_分散配置されている部署の上司と、保健師個々の人材育成の方針を共有している 0.55 -0.01 0.08

1 _保健師個々のキャリアを考慮した人材育成を行っている 0.48 0.10 0.05

9_保健師個々の人材育成の一環として自己研鑽を促している 0.44 -0.01 0.12

14_組織の月報を日々の保健師活動の改善に活用している -0.02 0.90 0.01 0.89

13_保健師個々の月報と人材育成のデータを連動させ、人材育成を行っている -0.01 0.87 0.01

12_保健師個々の日報※を日常の業務管理に活用している -0.07 0.78 -0.09

15_保健師個々の年報と人材育成のデータを連動させ、人材育成を行っている 0.09 0.74 0.07

16_組織の年報を翌年の保健師活動の改善に活用している 0.05 0.64 0.06

11_保健師の人員配置・確保について、人事担当者と相談・調整している -0.01 0.04 0.95 0.93

10_人材育成を考慮した人事異動について、人事担当者と相談・調整している 0.11 -0.02 0.86

因子間相関　第1因子 ー

第2因子 0.46 ー

第3因子 0.52 0.21 ー

因子抽出法: 最尤法 　回転法: Kaiser の正規化を伴うプロマックス法

項目
因子負荷量 Cronbach'sα

0.90
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令和４年度厚生労働科学研究費補助金（健康安全・危機管理対策総合研究事業） 

 （分担）研究報告書 

 

ICTを用いた試作版ツールの開発のための活用状況調査 

 

分担研究者  三浦貴大  国立研究開発法人産業技術総合研究所人間拡張研究センター 

        共創場デザイン研究チーム 主任研究員 

分担研究者  塩見美抄  京都大学大学院医学研究科人間健康科学系専攻 准教授 

研究代表者  吉岡京子  東京大学大学院医学系研究科地域看護学分野 准教授 

分担研究者  細谷紀子  千葉県立保健医療大学健康科学部看護学科 准教授 

分担研究者  佐藤美樹  国立保健医療科学院生涯健康研究部 上席主任研究官 

分担研究者  藤井 仁  目白大学看護学部看護学科 准教授 

 

研究要旨 

【目的】本研究の目的は、保健師活動と人材育成を推進するための ICTによる試作版ツ

ール（試作版ツール）の開発に向けて、保健師活動展開における ICTの活用状況を把

握することと、そのための調査項目を作成することである。  

【方法】文献検討および統括保健師へのヒアリング調査を基に、活用状況に関する調査

項目案を作成した。次に、全国調査によって ICT活用状況に関する実態と業務内容別

の主観的負担感に関する回答を集めた。その上で、得られた回答結果を基に、活用状

況やその周辺について分析した。 

【結果】ICTの活用状況に関して、特に政令指定都市などの大都市での導入が確認され

た。業務別に見ると、個別支援事例の管理において、他の業務よりシステムの導入が

多くなされていた。ただし、国内の多くの自治体では、Microsoft Office製品の活用

に留まることが多かった。一方、業務内容別の主観的負担感については、概して精神

保健や高齢者関連業務について有意に高くなっており、知的活動や身体活動、時間的

圧迫、フラストレーションにおいて有意な関連が示された。 

【考察】本研究で得られた結果を基に、自治体規模を考慮したツール導入方策や、業務

内容別に試作版ツール（試作版ツール）のインタフェース設計を検討できると考えら

れる。 

【結論】ICT活用状況に関しては、自治体規模や業務の種類で異なっており、特に個別

支援事例の管理でシステム導入が進んでいた。また、現場の保健師が負担を感じやす

い業務やその負担感を解明できた。次年度以降は、全国調査のさらなる分析を踏ま

え、試作版ツールとそのインタフェースの設計、および予備評価を行っていく。 
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Ａ.研究目的 

人口急減・超高齢化が進展している我が国で

は、様々な分野における情報通信技術（ICT; 

Information and communication technology）

の活用とデジタルトランスフォーメーション

(DX; Digital transformation)の必要性が謳われ

ている 1,2)。また、2019年より世界的に流行し

た COVID-19(Coronavirus disease 2019)に関

する感染防止対策や、医療業務・そのマネジメ

ントの効率化が求められ、医療・看護・介護現

場における ICT導入が急速に進んできた 3)。 

一方で、この ICT導入はまだ限られた領域に

しか展開されておらず、特に、都道府県や市区

町村といった地方自治体における保健師活動に

おいては発展途上である。また、各保健師の活

動は、各々の暗黙知に基づいて展開されている
4)。つまり、標準化が十分に進んでいない。さ

らに、自治体ごとの特性の違いから、保健師の

具体的な業務に独自性が生じている可能性があ

る。結果的に業務の効率化が進まず、保健医療

福祉サービスや住民の健康格差が生じている可

能性がある。これらの問題を解決し、地域の健

康課題に対してエビデンスに基づき的確に対応

するためには、保健師活動における全国的な

ICT導入が必要である。 

そこで本研究の目的を、保健師活動展開にお

ける ICTの活用状況を把握することとした。ま

た、業務への ICT導入に際して、支援業務ごと

の現状の負担感についても解明することとし

た。 

 

Ｂ.研究方法 

1. 文献検討とインタビュー調査 

医中誌Web版を用いて、キーワード「「保

健師」OR「統括保健師」」AND「「ICT」OR

「情報化」OR「DX」」に該当する文献を検索

した。また、調査票の開発のため、ICTシステ

ムを様々な業務に導入している自治体に参考ヒ

アリングを行うとともに、訪問看護ステーショ

ンにおけるオマハシステムの活用についても情

報収集し、活用可能性を検討した。 

 

2. ICTの活用状況に関する調査項目作成 

 1.の調査結果を踏まえ、地方自治体における

個別支援や業務別のシステム構築、業務管理、

マネジメントについて ICTの活用状況を問う調

査項目素案を作成した。開発予定の ICTツール

の実装と普及の可能性を模索するため、ベンダ

ー名に関する項目を追加した。 

 

3. 統括保健師へのヒアリング調査 

1）対象者 

COVID-19対応で統括保健師が多忙であった

ため、ヒアリング調査対象者のリクルートは、

研究代表者および研究分担者の機縁に基づき行

った。この結果、5自治体から内諾が得られた

（都道府県・指定都市・特別区＝各 1か所、中

核市・保健所設置市＝2か所）。 

2）実施方法と調査時期 

 Web会議システムを用いてヒアリング調査を

実施した。対象者には、事前にヒアリングの趣

旨を説明し、同意を得て行った。調査時期は令

和 4年 9月～10月である。 

3）調査内容 
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 ICTの活用状況などに関する評価項目につい

ての回答のしやすさ、わかりにくい点などを尋

ねた。 

4）質問項目の洗練 

ヒアリング調査の結果に基づき、研究班会議

にて項目素案の修正について検討し、ICT導入

等に関する評価項目案を作成した。 

 

3．全国調査による ICT活用状況に関する実態

と業務内容別の主観的負担感の把握 

1）調査対象 

全国調査の対象は、全ての都道府県・市区町

村の統括保健師および中堅期保健師とした。な

お、現場の負担を考慮し、ヒアリング調査に協

力した 5か所の地方自治体は除外した。 

2）調査方法と調査期間 

 インターネットを用いた構成的調査を実施し

た。調査期間は令和 4年 12月～令和 5年 1月

に実施した。 

3）調査項目 

①基本属性：性別、年代、保健師経験年数、基

礎教育機関、自治体規模、職位、所属等 

②統括保健師向け：ICT導入状況 

③中堅期保健師向け：質問紙で主観的な負担感

の簡易計測が行える NASA-TLX (Task load 

index) に基づく業務ごとの負担感 

4）分析方法 

①基本属性の記述統計 

②人材育成・人事管理に関する項目の分析 

(1)単純集計 

(2)実施状況の割合の算出 

業務内容別に ICT導入状況をクロス集計し

た。その上で、自治体規模別でも業務内容別の

ICT導入状況を独立性の検定（Fisherの正確確

率検定）を用いて分析した。 

(3)業務に対する負担感に関する分析 

  NASA-TLXのWWL（Weighted workload）

スコア（総合点）を算出の上、業務内容ごとに

ダミー変数化した後、重回帰分析を用いて業務

ごとについて分析した。また、NASA-TLXの

下位項目 6点（知的・知覚的要求、身体的要

求、タイムプレッシャー、作業成績、努力、フ

ラストレーション）に対して、順序ロジスティ

ック回帰分析を用いて、業務種類ごとの負担感

を分析した。 

 

（倫理面への配慮） 

本研究は、東京大学大学院医学系研究科・医

学部倫理委員会非介入等研究倫理委員会の承認

を得て実施した（審査番号 2022114NI、承認日

2022年 7月 31日、審査番号 2022114NI-(1)、

承認日 2022年 11月 1日、審査番号

2022114NI-(2)、承認日 2022年 11月 10

日）。 

 

Ｃ.研究結果 

1. 文献検討とインタビュー調査 

文献検討の結果、保健師活動展開における

ICTの活用に関する国内外の先行研究は乏しい

ことが分かった。1自治体への参考ヒアリング

の結果、以下の点が明らかになった： 

1 様々なシステムが部署・業務ごとに開発さ

れており（介護保険、国民健康保険、乳児

健診等）、システム間の連携が課題であ

る。 

2 予算は数千万円～数億円必要である。 

3 保健師活動はエクセルを使って日報・月報

を集計している。 

 

訪問看護ステーションにおけるオマハシステ

ムの活用に関する情報収集の結果、本研究で開

発予定のアルゴリズムが重きを置くべき点を以

下のように整理した： 

①個人情報保護の観点からも、患者管理を主目

的とする電子カルテシステムとは異なるもの

として考え、現時点では連動させない方が望

ましい。 

②これまで暗黙知とされてきた保健師活動展開

の判断プロセスやその基準を明確化すること

に主眼を置く。 

 

2. ICTの活用状況に関する調査項目作成および

統括保健師へのヒアリング調査 

令和 4年 9～10月にかけて 7自治体に打診し

た結果、5自治体から内諾が得られた（都道府

県・指定都市・特別区＝各 1か所、中核市・保

健所設置市＝2か所）。Web会議システムを用

いたヒアリング調査の結果、項目素案の構成に

ついては概ね同意が得られた。ただし、「ベン
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ダー名が分かりづらい」との意見があったた

め、「メーカー名」と追記した。 

 

3．全国調査による ICT活用状況に関する実態

と業務内容別の主観的負担感の把握 

1)調査対象の概要 

 1776地方自治体（ヒアリング調査に協力し

た自治体、保健師が配置されていない自治体を

除く。都道府県、特別区、広域連合を含む）の

統括保健師を対象に調査依頼票を送付し、イン

ターネットで対象者を募集した。本項目に関す

る有効回答数は 184件であった。統括保健師の

回答において、都道府県 28件、中核市・指定

都市・施行時特例市・特別区が 32件、1万人以

上・未満の一般市区町村がそれぞれ 107件・17

件であった。 

 

2) ICT導入状況のクロス集計 (表 1) 

日報・月報・個別支援事例の管理、地区活

動・地区管理、人材育成・組織運営管理、事

業・業務管理を比較すると、特に個別支援事例

における ICTシステム利用が突出していた。こ

の項目においては、Microsoft Office製品を用

いた管理も含めると、電子化は 86%の自治体で

なされており、残りは紙媒体での管理を行って

いた。 

他の項目において、日報・月報については、

電子化を図っている自治体の半数弱が

Microsoft Office製品を用いて管理しており、

別の半数弱は入力・管理を行っていなかった。

地区活動・地区管理、人材育成・組織運営管

理、事業・業務管理においても、電子化を図っ

ている自治体の半数弱がMicrosoft Office製品

を用いていた。一方、入力・管理していない自

治体は 4割未満であった。 

 

3) 自治体規模別の ICT導入状況のクロス集計 

(表 2) 

 日報管理・地区活動・地区管理、人材育成・

組織運営管理、事業・業務管理においては、独

立性の検定での有意差は確認できなかった。 

月報管理および個別支援事例管理において

は、自治体規模別の ICT導入状況において 5%

水準での有意差が確認された（双方とも

p<0.001）。下位検定として多重比較を行った

所、月報管理において有意差は確認されなかっ

たが、指定都市・中核市・施行時特例市・特別

区は、1万人以上の一般市区町村よりも月報の

記録と電子化が進んでいる可能性が示唆された 

(p=0.07)。また、個別支援事例管理において

も、指定都市・中核市・施行時特例市・特別区

は、1万人以上の一般市区町村や都道府県と比

べて、有意に ICTシステムの導入が進んでいる

可能性が認められた(p<0.05)。 

 

3）業務内容別の負担感に関する分析 (表 3、 図

1) 

NASA-TLXのWWLスコアは、精神保健や

高齢者関連業務の負担が有意に大きくなってい

た（双方とも p<0.05）。 

次に NASA-TLXの下位項目（知的活動、身

体的活動、時間的圧迫、業務達成度、努力、フ

ラストレーション）についてオッズ比を見る

と、主に業務に対しては時間的圧迫や身体的活

動における負担感が有意に大きくなっていた。

特に有意な負担感の大きさが報告されていた分

野は精神保健や高齢者関連の支援活動について

であった。 

 

Ｄ.考察 

ICTの活用状況については、自治体の規模や

業務の種類で違いがあることが示された。多く

の場合はMicrosoft Office製品の活用に留まっ

ており、指定都市などの大都市や、個別支援事

例の管理など申し送りなどが必要なケースを除

いては、ICTシステムの導入には至っていない

ことが確認された。この背景として、自治体の

資金力や、職員の人数・業務内容の違いなどが

影響している可能性が考えられる。なお、保健

師活動と人材育成を推進するための ICT導入に

当たっては、全国の自治体がどのようなシステ

ムを導入しているのか、管理する情報の連携状

況はどのようなものであるか等によって異なっ

てくると考えられる。今後はこうした要因につ

いても考慮した上で、本研究で作成した全国調

査項目に則った調査の継続を行いつつも、試作

版 ICTツールの開発と導入を推進するための方

策について継続的に探っていく必要がある。 

また、中堅期保健師における業務負担につい

て検討した結果、精神保健や高齢者分野の負担
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が大きいことが明らかとなった。保健師の業務

負担について定量化できたことは、成果の一つ

と考えている。今後は、これらの領域ごとに負

担が発生する状況のさらなる解明をすすめると

ともに、統括保健師が保健師活動や人材育成を

推進できるように ICT試作版ツールのインタフ

ェース設計に反映させたい。 

 本研究の限界は、評価期間が約 1か月と短期

間であったことを一因として、自治体規模ごと

の回答数が不均一かつ有効回答数が少なかった

点である。このため、結果を一般化することは

難しく、解釈には慎重を期す必要がある。  

 

Ｅ.結論 

本分担研究は、ICTの活用状況や業務内容ごと

の負担感について検討した結果、以下の内容がよ

うに要約できる： 

・ICTの活用状況は自治体の規模や業務の種類で

異なっていた。個別支援事例の管理は ICTシ

ステムの導入が他の業務よりも多くなされてい

る。また、政令指定都市などの大都市では ICT

の導入が進んでいたが、国内の多くの自治体で

は Office製品の活用に留まっていた。 

・業務内容ごとの負担感に関しては、精神保健や

高齢者関連業務で有意に大きくなっていた。 

次年度以降は、これらの点について考慮し、さ

らなるアンケート結果の分析に加え、ICT試作版

ツールとインタフェースの設計、および予備評価

を行っていく予定である。  
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表 1. 回答者の地方自治体における ICTの利用状況 (全体) 

 
 

 

表 2. 回答者の地方自治体における ICTの利用状況 (自治体規模別) 
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表 3. 業務内容別の NASA-TLX (認知的負担感)に関するWWLスコアの重回帰分析結果 

 
 

 

 

 

 

 

図 1. 業務内容別の NASA-TLX (認知的負担感)に関するオッズ比（赤色の箇所は有意な箇所） 
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その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：              ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ

クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                               
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対象
とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 
研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。

 



令和５年  ３月  ２４日 
             

国立保健医療科学院長   殿                                                                      
                                        
                              機関名 京都大学 

 
                      所属研究機関長 職 名  医学研究科長 
                                                                                      
                              氏 名  岩井 一宏         
 

   次の職員の令和４年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名  健康安全・危機管理対策総合研究事業                                

２．研究課題名 ICT を用いた保健師活動アルゴリズム及び評価手法の開発と統括保健師による      

人材育成への活用                                         

３．研究者名  （所属部署・職名） 大学院医学研究科人間健康科学系専攻地域健康創造看護学・准教授                                 

    （氏名・フリガナ） 塩見 美抄・シオミ ミサ                                 

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 ☑   □ ☑ 

東京大学大学院医学系研究

科・医学部 倫理委員会 
□ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ☑ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ☑ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ☑ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ☑   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ☑ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ☑ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ☑ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ☑（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和５年３月２７日 
 
国立保健医療科学院長 殿 

                                                                                             
                   
                              機関名 千葉県立保健医療大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 学 長 
                                                                                      
                              氏 名 龍 野  一 郎          

   次の職員の令和４年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名  健康安全・危機管理対策総合研究事業                            

２．研究課題名 ICT を用いた保健師活動アルゴリズム及び評価手法の開発と統括保健師による人材育成への活用    

３．研究者名  （所属部署・職名）健康科学部・看護学科 准教授                   

    （氏名・フリガナ）細谷 紀子・ホソヤ ノリコ                    

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 
未審査（※

2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫

理指針（※3） 
 ☑   □ ☑ 東京大学 □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ☑ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ☑ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ☑ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 

                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対象
とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ☑   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 □ 無 ☑（無の場合はその理由：代表機関で一括管理しているため  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 □ 無 ☑（無の場合は委託先機関： 東京大学            ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 □ 無 ☑（無の場合はその理由：代表機関で一括管理しているため    ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ☑（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和 ５年 ３月 ９日 
                                         
国立保健医療科学院長 殿 

                                                                                             
                   
                              機関名 目白大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 学長 
                                                                                      
                              氏 名  太原 孝英       
 

   次の職員の令和４年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名 健康安全・危機管理対策総合研究事業                        

２．研究課題名 ICT を用いた保健師活動アルゴリズム及び評価手法の開発と統括保健師による    

人材育成への活用 

３．研究者名  （所属部署・職名） 看護学部 准教授                   

    （氏名・フリガナ） 藤井 仁・フジイ ヒトシ              

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 ■   □ ■ 東京大学 □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 

                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 □ 無 ■（無の場合はその理由：現在規定を作成中 ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 □ 無 ■（無の場合は委託先機関：東京大学） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：     ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：     ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 





第62005010-A-20230323-002号 
 令和 ５年 ３月 ２３日 
 〔 公 印 省 略 〕 

国立保健医療科学院長 殿 

 機関名 国立研究開発法人産業技術総合研究所 

所属研究機関長 職 名 理事長

 氏 名     石村 和彦 

次の職員の令和４年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。

１．研究事業名 健康安全・危機管理対策総合研究事業

２．研究課題名 ICT を用いた保健師活動アルゴリズム及び評価手法の開発と統括保健師による人材育成への活用 

３．研究者名  （所属部署・職名） 人間拡張研究センター　共創場デザイン研究チーム 主任研究員

（氏名・フリガナ） 三浦 貴大（ミウラ タカヒロ）

４．倫理審査の状況

該当性の有無 

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み 審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
☑ □ ☑ 

東京大学大学院医学系研究

科・医学部 倫理委員会 
□ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針 □ ☑ □ □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
□ ☑ □ □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称： ） 
□ ☑ □ □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ

クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。

その他（特記事項）

（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について

研究倫理教育の受講状況 受講 ☑   未受講 □ 

６．利益相反の管理

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ☑ 無 □（無の場合はその理由：   ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ☑ 無 □（無の場合は委託先機関：   ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ☑ 無 □（無の場合はその理由：   ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ☑（有の場合はその内容： ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。

・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。


